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シリーズ第 2 号では、気候変動と最適課税に関する研究を紹介
する。温室効果ガスの排出がもたらす地球環境問題は、ある経済

主体の活動が価格システムを通じずに（無コストで排出可能）、他

の主体の経済厚生に影響を及ぼすという意味で、典型的な負の外

部性問題である。 

経済学では、負の外部性がある場合には、それがもたらす社会

厚生上のコストにちょうど見合う大きさの課税を行うことで、社会厚

生を最大化できることが知られている。考案したイギリスの経済学者

にちなみ、ピグー税と呼ばれている。気候変動の経済学分野でも、

温室効果ガス排出にピグー税（炭素税）を課すことで、経済活動と

その負の影響のバランスを取る最適課税の議論が行われてきた。 

今号では、初号で紹介した DICE モデルに温室効果ガスへの最
適課税を導入した Golosov et al. (2014)の研究iを解説する。同研究

では、最適課税額はGDPの一定割合として求められること、その割
合は、①将来生産物を現在時点で評価する際の割引率、②炭素

濃度上昇に対する生産量の減少度合い、③炭素が大気中で自然

減少する速度、の 3 点に依存することが示されている。また、石油
や石炭、クリーンエネルギーなどを想定した定量分析では、埋蔵量

も課税設計上の重要な要素となることを指摘している。 
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特別号 気候変動の経済学（2） 2021年 10月 

金研ニュースレター特別号 「気候変動の経済学」シリーズでは、近年関心が
高まっている気候変動問題について、経済学の主要な研究成果を順に紹介

していきます（計 5 回予定）。本シリーズの内容や意見は金融研究所員による
ものであり、日本銀行や金融研究所の公式見解を示すものではありません。 
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最初に Golosovらのモデルを簡単に紹介する。彼ら

のモデルは、経済活動と気候変動の相互依存性を捉

えたDICEモデルのアイディアを、現代のマクロ経済学

で標準的な動学的一般均衡モデルに取り込んだもの

である。モデルを扱いやすくするため、DICE モデルと

比べて気候モジュールが簡便化されている。 

DICE モデル同様、経済モジュールと気候モジュー

ルがあり、前者中の企業部門は最終財生産部門とエ

ネルギー生産部門から成る。また、エネルギー生産部

門は、エネルギー生産に伴って CO2 を排出する部門

と、排出ゼロのクリーンエネルギー部門に分けられて

いる。 

気候モジュールは、DICE モデルと比較して簡便に

表現されており、同モジュールは大気中の炭素濃度と

いうストック変数に集約されているほか、炭素濃度の上

昇が最終財生産部門の生産に直接負の影響を与え

ると想定されている。炭素濃度上昇が気温上昇や

自然災害などを通じて生産に悪影響を及ぼすと

いったプロセスを明示的に扱わないことで、動学

モデル内での取り扱いを容易にしている。 

続いて、彼らのモデルに即しつつ、CO2排出への

最適課税の考え方について説明する。各部門にお

ける個別の経済主体が自らの目的関数を最大化す

るよう行動する場合、CO2 排出の社会的なコスト

（Social Cost of Carbon, SCC）iiは考慮されない。す

なわち、利潤最大化を志向するエネルギー生産企

業は、CO2排出がもたらす負の影響を考慮せずエネ

ルギーの過剰生産を行う。その結果、大気中の炭素

濃度が上昇し、最終財生産部門の生産活動が阻害

される。エネルギー価格に SCCは反映されず、こ

れを前提に生産量や財価格が決定され、社会厚生

を最大化するような資源配分が達成されない。 

経済学では、このような負の外部性による市場

の失敗に対して、負の外部性による社会厚生上の

コストに見合う課税（ピグー税）を行うことで、社

会厚生を最大化できることが知られている。

Golosovらは、CO2排出を伴うエネルギー生産部門

に SCC相当の税を課すことで、最適な資源配分・

生産量が達成できることを示した（図 1）。 

 

 

彼らのモデルでは、SCC は炭素排出 1 トンに伴

う最終財損失の割引現在価値（ドル）で表される。

炭素濃度をストック変数としているため、今期の

排出は将来にも影響を及ぼす。追加的な排出 1 ト

ンによる将来の最終財損失が今期の SCCに相当す

る。 

エネルギー生産部門に SCC相当の課税が行なわ

れるとエネルギー生産が抑制される。その結果、

CO2排出に伴う最終財生産の減少幅が小さくなる。

もちろん、課税によりエネルギー価格が上昇する

ため、財価格の上昇や生産量の減少が伴う。しかし、

個別の経済主体が CO2 排出の社会的な負の側面ま

で考慮した経済活動を行うようになる（SCC が内

部化される）ため、社会全体の厚生は改善する。 

Golosovらの貢献は、モデル化に伴う一定の仮定

のもとで、最適課税を理論的に明快な形で導出し

た点にある。すなわち、最適な課税額は GDPの一

定割合として求められること、その割合は、①将来

生産物がもたらす効用の割引率、②大気中炭素濃

度上昇に対する生産量の減少度合い、③炭素が大

CO2排出への

課税なし
CO2排出への

最適課税あり

エネルギー

過剰生産

最終財

過少生産

エネルギー

生産抑制

最終財

最適生産

CO2

大量排出

CO2

排出抑制

【図 1：CO2排出の外部性と最適課税】 
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気中で自然減少する速度、の 3 点のみに依存する

ことを示した（図 2）。 

 

  

関数 f（）内の符号条件を順に解説する。まず、

割引率が低いことは経済主体が将来の影響をより

重視することを意味している。このため、割引率が

低いほど、CO2排出により将来失われる生産の現在

価値が大きくなることから、SCCが上昇し、これを

映じて最適課税も高まる。また、大気中の炭素濃度

上昇に伴って生産損失が大きくなりやすいほど

（生産の炭素濃度変化に対する弾性値が高いほ

ど）、最適課税は高まる。そして、炭素が大気中で

自然減少する速度が遅いほど（生物圏や深海に吸

収されにくいほど）、最適課税は高まることを示し

ている。 

注目すべきは、最適課税の導出に他の重要な変

数、例えば将来の生産や消費、大気中炭素濃度など

が必要ない点である。そのため、将来の技術革新や

生産性、労働供給など、予測が難しい変数を考慮す

ることなく、今日の最適な課税額を決められる点

が、Golosovらの研究の重要な発見であった。 

Golosov らは彼らのモデルを用いた定量評価も

試みており、最適課税がある場合と全く課税を行

わない場合の比較を行い、最適課税の効果を数値

検証している。エネルギー生産部門として、石油、

石炭、CO2を排出しないクリーンエネルギーの 3つ

を想定し、先行研究に基づいて各部門の特性を表 1

のように設定した。 

 

 

モデルのシミュレーションから 2 つの示唆が得

られている。第 1の示唆は、エネルギー生産に対す

る課税効果はエネルギーの種類によって大きく異

なり、特に、CO2排出の程度に加えて、埋蔵量の多

寡が影響する点である。埋蔵量が少ない石油につ

いては、課税の有無に関わらず、比較的早期に枯渇

していく。一方、埋蔵量が豊富な石炭は課税などの

政策対応を行わない限り、長期にわたってその利

用を増加させ続けることが見込まれる。その結果、

地球温暖化が進展し、大きな経済損失が生じるた

め、石炭への課税により利用を抑制させることが

最適となる。 

第 2 の示唆は、モデルでは外生的に与えられる

エネルギー供給や技術進歩についての想定が、将

来の気候変動や経済損失の算出に甚大な影響を持

つという点である。特に、各エネルギーの代替の弾

力性（相対価格が変化した際の代替の起こりやす

さ）を変化させた場合、エネルギー選択のみならず

全体の CO2 発生量や生産への影響に大きな違いが

生じる。エネルギー間の代替が生じやすいモデル

想定では、コストの安い石炭がその他のエネル

ギーを代替し、課税を導入しない限り、石炭の利用

が大きく増加する。この場合には、最適課税の役割

がさらに重要になると指摘している。 

このように、初号で紹介した DICEモデルと同様、

最適課税＝ GDP ×

f

将来の割引率, 

大気中炭素濃度上昇に対する生産の減少度合い,

炭素が大気中で自然減少する速度

⊖

⊕

⊖

少ない 豊富 ―

低 中

クリーン

残り埋蔵量が
少ない程高い

埋蔵量

コスト

石油 石炭

【図 2：Golosovらによる理論的な最適課税額】 
【表 1：各エネルギーの特性】 
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Golosov らのモデル分析においても、外生的に与えら

れるモデル想定やパラメータ設定に定量分析が強

く依存している。この点は、定量的な結果の解釈に

慎重でなければならないことを示唆している。 

最後に、彼らの研究結果に関する留意点を述べ

る。彼らのモデルに従えば、最適課税を導入すれば

社会的に最適な生産量が達成できるため、クリー

ンエネルギー分野など特定の部門への補助金は必

要とされない。しかし、彼らのシンプルなモデルで

は捨象されている点も多い。特に、技術革新がもた

らす効果、例えばクリーンエネルギーの開発に向

けた R&D投資の役割などは考慮されていない。シ

リーズ第 3号で紹介する Acemoglu et al. (2012)の研

究iiiはこの点に焦点を当てている。具体的には、技

術革新を取り込んだモデルでは炭素税に加えてク

リーンな技術開発を促進させる補助金が必要であ

る点を示している。 

また、Golosovらのモデルは非常に明快な形で最

適課税を示しているものの、単純化されすぎてい

るとの指摘もある。例えば初号で登場した

Nordhaus (2014)ivは、Golosovらの研究について、定

型化されたモデルで SCCの重要な決定要因を導い

た素晴らしい例であると評している一方、決定要

因の 1 つである大気中炭素濃度上昇に対する生産

の減少度合いは計算がきわめて難しい点や、過度

に簡便化された気候システムは、大気中の炭素濃

度上昇の影響がラグをもって現れるといった重要

な側面を捉えられていない点などを指摘している。  

こうした限界はあるが、Golosov らの研究は、CO2

排出の負の外部性がもたらす経済的コストをモデ

ル化し、最適課税を明快な形で導出したことで、後

の経済学者が気候変動の経済分析を発展させる基

礎となった。この点は彼らの大きな功績であるv。 

（次回に続く） 
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* 本号の執筆は主として米山俊一が担当した。 
i Golosov, M., Hassler, J., Krusell, P., & Tsyvinski, A. 
(2014). Optimal taxes on fossil fuel in general 
equilibrium. Econometrica, 82(1), 41-88. 
ii Nordhaus (2019)は、SCCを追加的な CO2排出に伴

う経済コストと捉え、SCC の推計値は気候変動政
策において重要な要素であると指摘している。 
Nordhaus, W. (2019). Climate change: The ultimate 
challenge for economics. American Economic Review, 
109(6), 1991-2014. 
iii Acemoglu, D., Aghion, P., Bursztyn, L., & Hemous, 
D. (2012). The environment and directed technical 
change. American Economic Review, 102(1), 131-166. 
iv Nordhaus, W. (2014). Estimates of the social cost of 
carbon: Concepts and results from the DICE-2013R 

model and alternative approaches. Journal of the 
Association of Environmental and Resource Economists, 
1(1/2), 273-312. 
v 例えば、本稿で紹介したモデルを拡張することで、
Barrage (2020)は資源配分に歪みをもたらす税が別
途ある場合の CO2 排出最適課税を、Li, Narajabad, 
and Temzelides (2016)は気候変動の経済への影響の
度合いに不確実性がある場合の CO2 排出最適課税

を分析している。 
Barrage, L. (2020). Optimal dynamic carbon taxes in a 
climate–economy model with distortionary fiscal policy. 
Review of Economic Studies, 87(1), 1-39. 
Li, X., Narajabad, B., & Temzelides, T. (2016). Robust 
dynamic energy use and climate change. Quantitative 
Economics, 7(3), 821-857. 
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